
不動産調査用
【重要事項説明】「その他の法令に基づく制限」に係る主なお問い合わせ先一覧 令和8年6月作成　

所在地 備考 所在地 備考

３
古都における歴史的風土の保存に関する特
別措置法

３４ 都市の低炭素化の促進に関する法律

４ 都市緑地法 緑地協定なし ３５
地域における生物の多様性の増進のための
活動の促進等に関する法律

生物多様性維持協定なし

５ 生産緑地法 ３６ 水防法 浸水被害軽減地区なし

６ 特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法 ３７ 下水道法 浸水被害対策区域なし
※同区域内の雨水貯留施設に係る管理協定なし

７ 景観法
東京都 都市整備局 都市づくり政策部
緑地景観課街並み景観担当

03-5388-3265 東京都庁第２本庁舎１２階
東京都ＨＰ ： 都市計画情報等インターネット提供サー
ビス 「景観計画情報等」

３８ 河川法 東京都 第一建設事務所 管理課管理担当 03-3542-1472 明石町２－４

４０ 海岸法 東京都 港湾局 港湾経営部 経営課 指導担当 03-5320-5551 東京都庁第２本庁舎８階 東京都HP：海岸保全区域・港湾隣接地域指定状況

４１ 津波防災地域づくりに関する法律 津波災害警戒区域なし

４２ 砂防法

４３ 地すべり等防止法

９
大都市地域における住宅及び住宅地の供給
の促進に関する特別措置法

４４
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する
法律

急傾斜地崩壊危険区域なし
東京都ＨＰ ： 土砂災害警戒区域等マップ

１０
地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設
の再配置の促進に関する法律

４５
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止
対策の推進に関する法律

土砂災害警戒区域なし
東京都ＨＰ ： 土砂災害警戒区域等マップ

１１ 被災市街地復興特別措置法 ４６ 森林法

１２ 新住宅市街地開発法 ４７ 森林経営管理法

１３ 新都市基盤整備法
国土交通省 関東地方整備局　東京国道工事事務
所 品川出張所

03-3799-6315 品川区八潮１－１－３ 国道：中央通り（１５号線）　について

１４
旧公共施設の整備に関連する市街地の改造
に関する法律

国土交通省 関東地方整備局　東京国道工事事務
所 万世橋出張所

03-3253-8361 千代田区外神田１－１－１４国道：中央通り（１７号線）　について

１５
首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の
整備に関する法律

国土交通省 関東地方整備局　東京国道工事事務
所 亀有出張所

03-3600-5541 葛飾区新宿４－２１－１ 国道：江戸通り（６号線）　について

１６
近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の
整備及び開発に関する法律

東京都 建設局 第一建設事務所 03-3542-1472 明石町２－４ 都道について

１７ 流通業務市街地の整備に関する法律 本庁舎５階

区道について
（中央区HP：中央区都市計画情報等閲覧システム
〈ページID：5155〉（レイヤ地図【N】道路台帳平面図）で
道路台帳平面図区域が確認可能）

１８ 都市再開発法 本庁舎５階

市街地再開発事業について
（中央区HP：中央区都市計画情報等閲覧システム
〈ページID：5155〉（レイヤ地図【G】市街地再開発事
業）で施行区域が確認可能）

４９ 踏切道改良促進法

１９ 幹線道路の沿道の整備に関する法律 ５０ 全国新幹線鉄道整備法

２０ 集落地域整備法 ５１ 土地収用法

２１
密集市街地における防災街区の整備の促進
に関する法律

５２ 文化財保護法
中央区教育委員会事務局
図書文化財課郷土資料館(本の森ちゅうおう)

03-3551-2167 新富１-１３-１４
埋蔵文化財包蔵地の照会は、LoGoフォームまたは
ファクスで実施している。

２２
地域における歴史的風致の維持及び向上に
関する法律

５３ 航空法
国土交通省 東京航空局 東京空港事務所 空港振
興課

03-5757-3002 大田区羽田空港３－３－１
国交省ＨＰ ： 羽田空港高さ制限回答システム
※「羽田空港 高さ制限」で検索

２３ 港湾法 東京都 港湾局 港湾経営部 経営課 指導担当 03-5320-5551 東京都庁第２本庁舎８階 ５４ 国土利用計画法 本庁舎５階 中央区HP：「土地を売買するとき」

２４ 住宅地区改良法 ５５
核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制
に関する法律

２５ 公有地の拡大の推進に関する法律 本庁舎５階 中央区HP： 「土地を売買するとき」 ５６ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

２６ 農地法 ５７ 土壌汚染対策法
東京都 環境局 環境改善部 化学物質対策課
土壌地下水汚染対策担当

03-5388-3495 東京都庁第二本庁舎２０階
東京都HP：土壌汚染対策法に基づく台帳情報公開シ
ステム

２７ 宅地造成及び特定盛土等規制法 本庁舎５階

R6年7月31日に、区内全域に「宅地造成等工事規制
区域」が指定されている。なお、「造成宅地防災区
域」および「特定盛土等規制区域」はなし
東京都HP ： 「盛土規制法に基づく規制」

５８ 都市再生特別措置法

各種協定なし
都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備
地域の指定状況等は内閣府HPを参照
内閣府HP：「都市再生緊急整備地域及び特定都市再
生緊急整備地域の一覧」

都市整備部 住宅課 計画指導係 03-3546-5466 本庁舎５階 制度に関する案内について ５９ 地域再生法

都市整備部 建築課 指導審査係 03-3546-5456 本庁舎５階 制度による容積率の緩和特例の有無について ６０
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進
に関する法律

移動等円滑化経路協定なし

東京都 都市整備局 市街地建築部 建築指導課 指
導担当

03-5388-3372 東京都庁第二庁舎３階 延べ面積が10,000㎡を超える建築物について ６１ 災害対策基本法 総務部 防災危機管理課 防災危機管理担当 03-3546-5699 本庁舎１階
指定緊急避難場所とされている建物は、区施設のみ
中央区HP：「指定避難所と指定緊急避難場所」

本庁舎５階
延べ面積が10,000㎡以下の建築物について
中央区HP：「長期優良住宅」

６２ 東日本大震災復興特別区域法

３０ 都市公園法 本庁舎７階 公園一体建物に関する協定なし ６３ 大規模災害からの復興に関する法律

３１ 自然公園法

３２ 首都圏近郊緑地保全法

３３ 近畿圏の保全区域の整備に関する法律

都市整備部 都市計画課 庶務係

都市整備部 都市計画課 都市計画係

都市整備部 都市計画課 庶務係

８ 土地区画整理法

都市整備部 地域整備課 市街地整備担当

都市整備部 地域整備課 市街地整備担当

環境土木部 管理調整課 計画調整係

再開発事業等に伴う土地区画整理事業について
（中央区HP：中央区都市計画情報等閲覧システム
〈ページID：5155〉（レイヤ地図【G】市街地開発事業
等）で施行区域が確認可能）

本庁舎５階

臨海部開発土地区画整理事業について
（中央区HP：中央区都市計画情報等閲覧システム〈ページ
ID：5155〉（レイヤ地図【G】市街地開発事業等）で施行区域
が確認可能）

本庁舎５階

　宅地建物取引業法第３５条第１項第２号に基づく重要事項説明の項目（都市計画法・建築基準法を除く）の窓口をまとめたものです。

　宅地建物取引業法施行令第３条１項各号に掲げる制限についてまとめたもので、各法令のすべての制限に対応したものではありません。
　また、斜線部分については、中央区では、宅地建物取引業法施行令第３条１項各号に掲げる制限には該当しません。　法令の数字は、宅地建物取引業法施行令第３条１項各号に掲げる法令それぞれの番号です。

　※法令や組織の改正等により記載内容について変更がある場合がありますので、最新状況等についてはご自身でご確認ください。

宅地建物取引業法施行令第３条１項各号
に掲げる法令

お問い合わせ先
宅地建物取引業法施行令第３条１項各号

に掲げる法令
お問い合わせ先

２９ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律

２８ マンションの再生等の円滑化に関する法律

都市整備部 建築課 指導審査係

環境土木部 水とみどりの課 公園河川係

　※ 建築等を計画・設計される方向けに別途、法令・要綱等に基づく申請・届出等の窓口をまとめた「建築等における主な協議先」を作成していますのでご確認ください。
　　 「建築等における主な協議先」は中央区ＨＰ上（ページID：5202）での公開しています。

４８ 道路法

重要施設周辺及び国境離島等における土地
等の利用状況の調査及び利用の規制等に関
する法律

６４

環境土木部 管理調整課 道路台帳係


